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アクティブライフ共創コンソーシアム ｜入会のご案内
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入会ご希望の方は、
左記QRコードまたは下記URLよりお申し込みください。

地方自治体など非営利団体、学術機関は会費を免除。詳しい内容につきましては、事務局までお問い合わせください。

https://www.activelife.design/

2022.10

ご入会お申し込み方法

年会費 ※2022年度会費（2023年3月まで）100,000円 / 年 → 50,000円（税込） 



あらゆる人の身体的・精神的・社会的健康の実現に主体的に取り組み、
多様性と包摂性に優れ、誰もが健康的な生活を送ることのできる社会の実現
産学官地の多様なステークホルダーが基礎研究から開発・実証、社会実装までを一気通貫で実現する。

ACTIVE LIFE!!
学術・研究機関から創出される研究の成果を具体的な地域

やフィールドで実証し、社会実装を行うために、ステーク
ホルダーのつなぎ手となる共創・議論の場を東京大学およ
び立命館大学が中心となって構築する。
学術・研究機関のみならず産業界から地域自治体・市民

にいたる多様なステークホルダーによる学際共創型
（TDR*）コンソーシアムを組織し、社会にインパクトを
起こす。

*TDR：経済協力開発機構の提唱するトランスディシプリナ
リー研究（Transdisciplinary Research）の略で、学術以外の参加
者と共に科学と実践を同時に進行することで、新たな科学的洞察と
実践的な社会的利益の両方を創出することを目指す研究様式のこと。

世界に先駆け少子高齢化が進展する日本において、
持続可能性のある社会の構築が求められている。2060年
には、現状よりさらに高齢化が進み、大幅な人口減と
生産年齢人口の減少が予想される。高齢者の社会的な
位置づけは激変し、個々人が目指す人生の豊かさや幸せの
実現のみならず、高い生産性と活力ある社会を実現する
ことが重要である。
この実現にあたっては「健康寿命」の延伸が極めて

重要な課題となる。日本の平均寿命の長さは世界トップ

クラスであるが、「健康寿命」との差は10年ほどあり、
この差を如何に縮めるかは、非常に大きなテーマとなって
いる。
そこで、東京大学スポーツ先端科学連携研究機構や順

天堂大学をはじめとする大学や研究機関との学術連携に
基づくスポーツ・健康・ウェルフェア分野の研究コンソー
シアムを設置し、研究成果の社会実装を通じてアクティブ
ライフを提案します。

社会実装

実証

開発

基礎研究

ターゲット２

スポーツを通じた
QOL の向上

ターゲット1

健康・長寿の
実現

ターゲット3

まち・社会の
健康の実現

産・学・官・地の多様なステークホルダースポーツ健康科学総合研究所

●

●

●

学際共創型運営体制

皆さまと共に社会実装を目指して参画のメリット

多様なステークホルダー会員一覧

少子高齢化時代をアクティブに設立趣旨

※2022年10月時点
（入会手続き中の法人・団体も含む）

研究ターゲットに基づく研究開発の実施事業内容

アクティブライフ
共創

コンソーシアム

社会

環境

学際共創拠点

東京大学
スポーツ先端科学
連携研究機構

立命館大学
スポーツ健康科学
総合研究所
（事務局）

産
市民 地域

学 官

●

●

●

●

●

研究開発・融合戦略
学際共創研究プロジェクトの推進、
総合知での課題抽出

人材育成・交流
若手研究者・大学院生ならびに
社会実装人材の育成・輩出

社会実装・事業化
研究成果の社会実装および
新規事業の創出

産学官地を巻き込んだ大型研究を
企画・組織化、実証研究の実施

人文社会科学系の知見と融合し総
合知で課題抽出

講演会・セミナー等の開催および、
各団体の取り組みや研究成果等に
ついて情報交換できる企画の実施

研究プロジェクトに大学院生を
参画・育成、社会実装人材を輩
出

クロアポ等を通じた産学官地人
材の流動・交流を実施

産学官地連携による研究成果の
社会実装

ファンド投資機能を含む起業・
事業化の支援

起業家人材と連携した事業化推
進

● 産学官地の垣根を「こえる」学際共創プラットフォームの活用
● 将来有望な若手研究者・大学院生と「つながる」機会の増大
● 大学・研究機関の「最先端」研究施設・実験設備の活用
● 社会実装プロジェクトによる「ビジネス」チャンス拡大

株式会社ソラスト
株式会社椿本チエイン
東洋紡株式会社
ニプロ 株式会社
株式会社 Value Link Technology
オムロンヘルスケア株式会社
一般財団法人近畿健康管理センター
株式会社スマートバリュー
タカラバイオ株式会社
株式会社東京通信
西日本電信電話株式会社
株式会社ビバ
株式会社三井住友銀行
株式会社イシダ
株式会社博報堂
株式会社ティー・プロ・イノベーション
株式会社滋賀レイクスターズ
日本ベンチャーキャピタル株式会社
ウェルアート株式会社
株式会社共立メンテナンス
株式会社平和堂
野村證券株式会社

滋賀県
草津市
大津市
むつ市
甲賀市
国立長寿医療研究センター
生理学研究所
産業技術総合研究所
近畿経済産業局
淡海医療センター
順天堂大学
滋賀医科大学
龍谷大学
東京大学
立命館大学




